
不正調査
実態解明から再発防止までをトータルでサポート
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RecoveryReadiness Response

貴社が直面しているクライシス（危機）は何ですか？

不正・不祥事からの信頼回復は、正確かつ迅速な実態解明が大事な一歩となります。
デロイト トーマツは、豊富な経験に基づいて、様々な事案・状況に応じた調査、対応アドバイスを行います。

会計不正

贈収賄

カルテル

利益相反

データ偽装

情報漏洩

横領

海外子会社の営業責任者による循環取
引

海外子会社にて、米国FCPA違反

公共事業入札において、非公表の予定
価格情報を担当者から入手

外注先へ架空発注の形で委託料支払
い、キックバックを受領

複数拠点・製品で、材料検査や製品検
査の書換え、JISの不当表示が常態化

従業員による顧客データの情報漏洩

経理担当者による経費の架空計上、現
金の横領

豊富な経験・
専門性

グローバル対応

グループの総合力

デジタル・
プラットフォーム

豊富な経験とノウハウ、高度な専門性、
強固なプロジェクトマネジメント力を有した
プロフェッショナル集団

国内のバイリンガルチームとデロイト グ
ローバルネットワークが連携し、海外複
数拠点で高品質な同時調査が可能

デロイト トーマツ グループの総力を迅速
に結集し、大規模かつサービス領域をま
たいだ、シームレスな支援を提供

最新のテクノロジーを備えた独自のプラッ
トフォームで、ソースを問わず、電子デー
タを迅速かつ正確に保存・分析

幅広い不正への対応実績 デロイト トーマツの提供価値

不正・不祥事調査プロセスとデロイト トーマツ支援内容例

不正・不祥事調査のあらゆる局面と、その後の、再発防止策の策定・定着についても継続的にサポートします。

初動対応

・原因分析
・再発防止策

-策定支援
-導入支援
-モニタリング支援

・公表用報告書作成
・監査人対応アドバイス
・ステークホルダー対応
アドバイス
・調査委員会運営支援

・調査体制・調査計画
アドバイス
・調査委員会の立ち上げ

・対象事案の実態解明
-財務分析
-ドキュメントレビュー
（会計・非会計証憑・
バックデータ分析）

-インタビュー
-現地調査

本件調査

・類似事象の検証
-本件調査に基づく
仮説の提示

-アンケート
-ホットライン設置

類似案件調査 再発防止

データアナリティクス

ステークホルダー対応

デジタルフォレンジック

・コミュニケーションデータの分析による、事実・関連情報の発見
を目的とした調査
-電子データの証拠保全・復元支援
-電子データの分析・解析
-調査方針に基づく調査（関連文書の発見、レポーティング等）

・効率的な調査対象や原因の仮説などの絞り込み
を目的とした調査
-ベースライニング（不正の特徴・傾向分析）
-プロファイリング（異常値の抽出・検討）
-テスティング（不正シナリオに基づくデータ抽出）

・過年度修正仕訳の
検討・集計
・開示内容の検討
・監査人対応アドバイス
・適時開示のサポート

修正開示対応

調査委員派遣

・第三者委員会・特別
調査委員会への委員
派遣
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調査範囲および調査手続きの策定

1. 進め方

迅速な事実解明と全容解明を両立すべく、情報の収集・分析と仮説の構築・検証を繰り返し、実態を解明していきます。

調査範囲・手続策定

仮説構築

◼ 必要な情報を収集・分析
◼ 分析結果から仮説（不正のシナリオ）を構築

仮説構築

仮説に基づいて
◼ 適切な調査範囲・調査手続を策定

調査範囲・手続策定

調査を実施、判明した新事実に基づいて
◼ 仮説を修正・再構築
◼ 調査範囲の拡大や調査手続の追加などを検討

調査の実施
新事実の判明

実態

調査の実施
新事実の判明

2. 必要な目線

調査手続調査範囲

調査範囲は合理的に決定されているか

◼ 関与者の範囲
➢ 社内、社外の誰が関与している可能性があるか？
➢ 不正実行の動機は？

◼ 調査対象期間
➢ 不正の実行はいつまで遡る可能性があるか？
➢ データ・記録はいつまで収集可能か？
➢ 責任はどこまで遡って追及すべきか？

◼ 他件調査（類似事案）の範囲
➢ 「人」に着目：不正実行者が過去に携わった業務は？

所属していた拠点は？
➢ 「拠点」に着目：不正発生拠点のほかの者が不正を行

う可能性は？
➢ 「手口」に着目：発覚した不正と同様の手口の不正が

他拠点において発生する可能性は？

不正手口との整合性・十分性は担保できているか

◼ 不正手口との対応
➢ 業務フロー上、どのデータ、取引証憑の間に不整合が
発生する可能性があるか？

➢ 証憑閲覧による調査の限界は？
• 外部取引先と共謀して取引証憑等が改ざん、虚偽の
場合には取引証憑の閲覧だけでは不十分

◼ 取引証憑以外の証拠入手による補完
➢ デジタルフォレンジック
➢ 取引先等に対する調査（反面調査）
➢ 取引実在性の調査（現物確認）
➢ インタビュー調査
➢ アンケート調査
➢ ホットライン設置
➢ データアナリティクス
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